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４．まとめ 
 ディーゼルエンジンが高度に進化している一方で、

大きな課題として、構造面およびその適合について非

常に複雑化している状況を示したうえで、今後より

「安く簡単に」する技術的なブレークスルーの可能性

と、そのような技術が導入された場合を含めた、将来

見直しが必要となる技術基準項目等を検討した。 

(1) 一世代前の代表的な構成のディーゼル乗用車で

も、優れた燃費性能を示す例もあることから、現

状で前提とされている事項を変えることができ

れば、シンプルかつ低燃費なディーゼルエンジン

は実現可能である。 
(2) ガソリン車では、三元触媒の浄化性能の高さか

ら、燃焼面での NOx 等があまり考慮されずに燃

費に特化した技術開発が行われていることから、

後処理装置の性能向上は、燃費改善にもつながる

技術となる。 
(3) 尿素 SCR システムおよび大型トラック等のシャ

シダイナモ試験の結果等から、減速時のエネルギ

ーを用いて触媒を加熱すれば、新長期規制適合エ

ンジンで 2016 年規制並み（2 段階の改善）のNOx
排出性能を達成しうる。 

(4) ディーゼルハイブリッドは、コスト増加につなが

り現状では一般的でないが、適合工数の削減や後

処理装置の温度確保といった、現状の課題を解決

しうるものとして、今後考慮されていくべき技術

といえる。 
(5) これらを評価する試験方法にあたっては、とくに

現在エンジンベンチ上でエンジン単体の試験評

価を行っている重量車において、車両トータルの

制御等を反映させた試験評価方法の導入が必要

になるとみられ、例えば排出ガス試験方法では従

来と根本的に異なる手法が必要になる可能性も

ある。実環境の改善につながる手法について検討

などを進めていきたい。 
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１．研究の背景 
今世紀に入り、我が国においては、新型自動車に対

する排出ガス規制が次々と強化されてきた。それに伴

ってディーゼル車には、ディーゼル微粒子捕集フィル

ター（ＤＰＦ）や尿素ＳＣＲシステム等の排気後処理

装置や高度な電子制御装置が搭載された（１）、（２）。こ

れらの装置は、車両の運転条件や気温等の環境条件に

よって、その作動状態が大きく影響されるため、認証

時の室内試験での排出ガス状態と実路走行時の排出

ガス状態との乖離が顕在化することとなった。この状

況は欧米においても同様であり、室内試験法による排

出ガス規制の強化によって大気質の改善を図ってき

たが、近年、その改善効果が頭打ちとなってきた。こ

れは前述したように室内試験と実路走行時で排出ガ

ス状態が異なること（公定試験モードを外れた走行状

態（オフサイクル）での高いＮＯｘ排出、コールドス

タート時の排出量増加等）や、使用過程での排出ガス

低減装置の劣化等に伴う排出量の増加に起因するも

のと考えられた（３）。そこで、ＷＨＴＣ（重量車世界

統一試験サイクル）の適用による試験法の改善やディ

フィートストラテジー（排出ガスを悪化させるエンジ

ン制御）の使用禁止、さらにＷＷＨ－ＯＢＤ（高度な

車載式故障診断システム）の導入と共に、使用過程の

重量貨物車に対して実路走行時の排出ガスを車載型

排ガス計測器（ＰＥＭＳ：Portable Emission 

Measurement System）で測定する排出ガス試験法（４）、

（５）の導入が検討された。 

一方、我が国においても、オフサイクル対策として

ディフィートストラテジーの使用禁止を定める（６）と

ともに、排気後処理装置に関する耐久試験法の見直し

についても検討することとなった。また、現在、使用

過程車の排出ガス性能維持方策としては、継続検査、

街頭検査、ＯＢＤ（乗用車には適用済み、重量貨物車

にも適用予定）およびサーベイランス（公的機関によ

る使用過程車の抜き取り検査、検討段階）が実施ある

いは検討されている。本研究では、特に、総走行距離

が平均で６０万ｋｍを超える重量貨物車の使用過程

での継続検査に注目した。本検査では、オパシメータ

等を用いた粒子状物質の検査は実行されているもの

の、排ガス検査については有効な検査方法がないこと

から実行されてないのが現状である。そこで、この排

ガス検査を欧米で検討されているＰＥＭＳによって

行うことを考えた。ただし、既存のＰＥＭＳは、定置

型排ガス分析計と比べればコンパクトではあるが、本

体とバッテリを合わせると１００ｋｇ程の重量であ

り、設置場所が問題となる。ここで、我が国と欧米で

は、使用されることの多い貨物自動車の形態が異な

る。即ち、我が国では箱車が多いのに対して、欧米で

は運転席と荷台が分離できる構造のトレーラー式車

両が多い。このことから、試験実施時に、欧米ではＰ

ＥＭＳの取り付けが容易な覆い等のない荷台の選択

が可能なのに対して、我が国ではサンプリングプロー

ブ等を通すために荷台に穴を開ける等の加工が必要

となる。このことは我が国にＰＥＭＳ試験法を導入す

るに当たっての課題となる。また、本試験を実行する

には、ＰＥＭＳの取り付けおよび操作を専門の技術者

が行うこととなるため、試験対象の商用車を一定期間

借用する必要がある。これに伴って事業者は経済的な

不利益を被ることになるため、ＰＥＭＳ試験の導入に

おいては何らかの対策が必要と考える。 

２．研究の目的 
以上のような事情を踏まえた上で、打開策として、

本研究では、運送事業用貨物車への導入が進むデジタ

ル式の運行記録計（デジタコ）にＮＯｘセンサ信号や

吸入空気量、燃料噴射量等のＣＡＮ（Controller Area 

Network）信号等を取り込むことにより、新たに燃費・

ＮＯｘ計測機能付きデジタコを構成し、これを簡易型

ＰＥＭＳとして用いて実走行時に燃費およびＮＯｘ
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排出量の測定を行って重量貨物車の使用過程での継

続検査を実施する「簡易式ＰＥＭＳ検査」を提案する。

ここで、運行記録計の装着義務は「車両総重量８

ｔ以上または最大積載量５ｔ以上」のトラックに

限られているが、現在、対象車両の拡大が検討さ

れている（７）。また、近年の排出ガス規制の強化に

伴うディーゼル車および排出ガス低減技術の高度化

により、ＣＯおよびＮＭＨＣ（非メタン炭化水素）の

排出についてはほとんど考慮する必要はなく、ＮＯｘ

排出のみに注力すればよいと考えられる。さらに、省

エネ法の改正（8）に伴って、一定規模以上の輸送事業

者および荷主に対して省エネ計画の作成、エネルギー

使用量等の定期報告等が義務付けられていることか

ら、燃費測定および燃費検査を検討することとした。 

本研究で簡易型ＰＥＭＳとして提案する燃費・ＮＯ

ｘ計測機能付きデジタコの特長を以下に記す。①装置

は排気管直挿型ＮＯｘセンサとデジタコで構成され、

サイズはＮＯｘセンサが空燃比センサ程度、またデジ

タコがカーオーディオ程度とコンパクトである。②装

置重量は、ＮＯｘセンサとデジタコを合わせて１ｋｇ

程度であり、１００ｋｇ超の計測器の搭載が不要とな

る。③水素、空気およびスパンガス（５成分混合）か

ら成る３本のガスボンベの搭載が不要となる。④消費

電力の大幅低減により大型バッテリの搭載が不要と

なる。⑤ＮＯｘセンサは排気管に取り付け、またデジ

タコは運転席のダッシュボードに設置するため、従来

型ＰＥＭＳのように荷台に設置スペースを設ける必

要がない。従って、荷台等への加工は一切不要となる。

⑥ＮＯｘセンサは、尿素ＳＣＲシステム使用のセンサ

で代用できる。また、今後、ＮＯｘセンサがＯＢＤに

使用される場合は、これとの併用も可能である。 

本報告では、燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジタコ

を構成する前段階として、ＮＯｘセンサ信号や吸入

空気量等のＣＡＮ信号を測定してデータロガーに記

録し、それらを基に算出した燃費およびＮＯｘ排出量

と、公定試験法による測定値あるいは従来型ＰＥＭ

Ｓでの測定値との比較を行い、測定の正確さや相関

性を検討した。さらに、従来型ＰＥＭＳ試験の課題

の１つである商用車を一定期間占有することによる

運送事業者への負担を解消するため、デジタコ内蔵

の通信モジュールを使い、ＮＯｘセンサ信号をクラ

ウドサーバー上に記録し、そのデータを基に遠隔地

でＮＯｘ排出および燃費の検査を行うことを考え

た。第一段階として、クラウドサーバー上に送信し

たＮＯｘ濃度データとＰＥＭＳで収録したＮＯｘ濃

度データを比較して通信データの信頼性を検証し

た。 

３．実験方法 
本試験では、試験車両のＣＡＮに接続して、車

速、エンジン回転速度、吸入空気量および燃料噴射

量の各信号を取得した。試験車両の主な諸元を表１

に示す。同表より、試験車両のＮＯｘ低減対策がＥＧ

Ｒ（排気ガス再循環）であることから、ＮＨ３の排出

がないことがわかる。ＮＯｘセンサは、ＮＨ３をＮＯ

ｘとして誤って検出してしまうＮＨ３干渉の問題（9）

があるが、本試験車両では、このＮＨ３干渉を考慮す

る必要がない。今後、尿素ＳＣＲシステム搭載車両の

ようにＮＨ３排出の可能性がある場合は、ＮＨ３干渉分

も含めて「ＮＯｘ排出量＋ＮＨ３排出量」として評価

するなどの工夫が必要であると考える。試験車両の荷

台には、計測データの比較に用いる従来型ＰＥＭＳ

（堀場製作所製ＯＢＳ－２２００車載式排出ガス分析

装置）を搭載し、同装置付属のピトー管式排ガス流量

計により瞬時排出ガス流量を計測した。ＮＯｘ濃度

および空燃比（Ａ／Ｆ）の計測に用いたＮＯｘセンサ

の外観を、図１に示す。同センサは、ネジ部より先

にあるＺｒＯ２素子を排気管内に挿入して用い、ＮＯ

図１．NOxセンサの外観 

測定原理 ZrO2素子のＯ2ポンプ機能を利用

ＮＯｘ出力レンジ
ＮＯ：0～1000ppm 出力：0.31～4.8V
応答性： <400 m sec

Ａ／Ｆ出力レンジ
A/F=13.2～17.2 出力：2.16～2.81V
O2=0～18% 出力：2.5～4.5V
応答性： <200 m sec

表２．供試NOxセンサの主要諸元 

車両ｶﾃｺﾞﾘ 小型貨物車

年式 2012

車両総重量 (kg) 6,585

最大積載量 (kg) 3,000

車体形状 ﾊﾞﾝﾎﾞﾃﾞｨｰ

走行距離 (km) 8,725

ｴﾝｼﾞﾝ型式 直列4気筒，ｲﾝﾀｰｸｰﾗｰﾀｰﾎﾞ

ｴﾝｼﾞﾝ排気量 (L) 3

ｴﾝｼﾞﾝ最高出力（kW/rpm) 110/2800

ｴﾝｼﾞﾝ最大ﾄﾙｸ（Nm/rpm) 375/1400～2800

排出ガス対策 EGR，DOC+DPF

適合排出ガス規制 平成22年規制

表１．供試車両の主要諸元 

 

 

ｘ濃度およびＡ／Ｆに対応した電圧を出力する。供

試ＮＯｘセンサの主な諸元を表２に示す。同センサ

で測定可能なＮＯｘ濃度の上限は、１,０００ｐｐｍ

である。ＮＯｘセンサによるＡ／Ｆ値の算出には、

走行試験データを基に作成した検量線を用いた。 

試験に用いたデジタコ（トランストロン製ＤＴＳ－

Ｃ１）は、車速、エンジン回転速度およびＧＰＳの入

力に用いる基本ハーネスのみならず、入力信号の追

加ができる拡張ハーネスを有する。図２に、試験用

デジタコの信号の入・出力関係を示す。今回の試験

では、一部の路上走行試験において、ＮＯｘセンサ

からのＮＯｘ濃度出力信号とＡ／Ｆ出力信号を拡張

ハーネスを通じてデジタコに入力した。今後、ＣＡ

Ｎデータの吸入空気量信号やピトー管式排ガス流量

信号についても、拡張ハーネスからの入力を検討し

ていく予定である。 

本試験用デジタコには、通信モジュールが内蔵さ

れていることから、図２に示すように拡張ハーネス

への信号入力が全てできるようになれば、試験車両と

は別の場所において、実路走行時のＮＯｘ排出量お

よび燃費データを運行情報や位置情報等とリンクさ

せてリアルタイムに取得できる。本試験では、遠隔

地でのデータの取得とＮＯｘ排出量検査の可能性を

検討するため、実路走行時に、ＮＯｘセンサのＮＯ

ｘ濃度出力信号をクラウドサーバーに送信してサー

バー上にデータを記録した。 

上記の試験装置を車載した状態を、図３に示す。

この試験車両を用いたシャシダイナモメータ（ＣＤ）

台上試験では、ＮＯｘセンサのＮＯｘ濃度およびＡ

／Ｆ出力の正確さやＰＥＭＳ測定値との相関を検証

するため、ＪＥ０５モードあるいはＥＣＥモードを

運転して各種データを測定した。また、実路走行時

のＮＯｘセンサ性能を検証するため、路上走行試験

を実施した。東京都道１４号（東八道路）の交通安全

環境研究所付近から小金井南中西交差点付近までの

アップダウン道路（平均勾配：１．６％、距離：約

８．７５ｋｍ）を、積載重量約１,５００ｋｇ（分析

装置の重量を含む）で往復走行し、各種データの測定

を行った。 

４．実験結果および考察 
４．１．ＮＯｘセンサを用いたＮＯｘ排出量および

燃費の算出における正確さ 
本研究で提案する燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジ

タコによる「簡易式ＰＥＭＳ検査」において、その要
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ビデオカメラ

車載式排出ガス分析装置

排ガス流量計
（ピトー管）

NOx センサ

デジタコ

図３．車載実験装置 

デジタコ 通信モジュール

ECU CANデータ
（吸入空気量，ＮＯｘｾﾝｻ出力）

クラウド
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ＮＯｘセンサ
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基本
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ピトー管式排ガス流量計

専用パケット
回線

ＮＯｘ排出量，燃料消費量，運行情報，位置情報等
をリアルタイムで取得して，当該車両の排出ガス
検査および燃費検査を実走行時に実施

：次期試験で接続予定

図２．試験用デジタコの信号の入出力関係 
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排出量の測定を行って重量貨物車の使用過程での継

続検査を実施する「簡易式ＰＥＭＳ検査」を提案する。

ここで、運行記録計の装着義務は「車両総重量８

ｔ以上または最大積載量５ｔ以上」のトラックに

限られているが、現在、対象車両の拡大が検討さ

れている（７）。また、近年の排出ガス規制の強化に

伴うディーゼル車および排出ガス低減技術の高度化

により、ＣＯおよびＮＭＨＣ（非メタン炭化水素）の

排出についてはほとんど考慮する必要はなく、ＮＯｘ

排出のみに注力すればよいと考えられる。さらに、省

エネ法の改正（8）に伴って、一定規模以上の輸送事業

者および荷主に対して省エネ計画の作成、エネルギー

使用量等の定期報告等が義務付けられていることか

ら、燃費測定および燃費検査を検討することとした。 

本研究で簡易型ＰＥＭＳとして提案する燃費・ＮＯ

ｘ計測機能付きデジタコの特長を以下に記す。①装置

は排気管直挿型ＮＯｘセンサとデジタコで構成され、

サイズはＮＯｘセンサが空燃比センサ程度、またデジ

タコがカーオーディオ程度とコンパクトである。②装

置重量は、ＮＯｘセンサとデジタコを合わせて１ｋｇ

程度であり、１００ｋｇ超の計測器の搭載が不要とな

る。③水素、空気およびスパンガス（５成分混合）か

ら成る３本のガスボンベの搭載が不要となる。④消費

電力の大幅低減により大型バッテリの搭載が不要と

なる。⑤ＮＯｘセンサは排気管に取り付け、またデジ

タコは運転席のダッシュボードに設置するため、従来

型ＰＥＭＳのように荷台に設置スペースを設ける必

要がない。従って、荷台等への加工は一切不要となる。

⑥ＮＯｘセンサは、尿素ＳＣＲシステム使用のセンサ

で代用できる。また、今後、ＮＯｘセンサがＯＢＤに

使用される場合は、これとの併用も可能である。 

本報告では、燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジタコ

を構成する前段階として、ＮＯｘセンサ信号や吸入

空気量等のＣＡＮ信号を測定してデータロガーに記

録し、それらを基に算出した燃費およびＮＯｘ排出量

と、公定試験法による測定値あるいは従来型ＰＥＭ

Ｓでの測定値との比較を行い、測定の正確さや相関

性を検討した。さらに、従来型ＰＥＭＳ試験の課題

の１つである商用車を一定期間占有することによる

運送事業者への負担を解消するため、デジタコ内蔵

の通信モジュールを使い、ＮＯｘセンサ信号をクラ

ウドサーバー上に記録し、そのデータを基に遠隔地

でＮＯｘ排出および燃費の検査を行うことを考え

た。第一段階として、クラウドサーバー上に送信し

たＮＯｘ濃度データとＰＥＭＳで収録したＮＯｘ濃

度データを比較して通信データの信頼性を検証し

た。 

３．実験方法 
本試験では、試験車両のＣＡＮに接続して、車

速、エンジン回転速度、吸入空気量および燃料噴射

量の各信号を取得した。試験車両の主な諸元を表１

に示す。同表より、試験車両のＮＯｘ低減対策がＥＧ

Ｒ（排気ガス再循環）であることから、ＮＨ３の排出

がないことがわかる。ＮＯｘセンサは、ＮＨ３をＮＯ

ｘとして誤って検出してしまうＮＨ３干渉の問題（9）

があるが、本試験車両では、このＮＨ３干渉を考慮す

る必要がない。今後、尿素ＳＣＲシステム搭載車両の

ようにＮＨ３排出の可能性がある場合は、ＮＨ３干渉分

も含めて「ＮＯｘ排出量＋ＮＨ３排出量」として評価

するなどの工夫が必要であると考える。試験車両の荷

台には、計測データの比較に用いる従来型ＰＥＭＳ

（堀場製作所製ＯＢＳ－２２００車載式排出ガス分析

装置）を搭載し、同装置付属のピトー管式排ガス流量

計により瞬時排出ガス流量を計測した。ＮＯｘ濃度

および空燃比（Ａ／Ｆ）の計測に用いたＮＯｘセンサ

の外観を、図１に示す。同センサは、ネジ部より先

にあるＺｒＯ２素子を排気管内に挿入して用い、ＮＯ

図１．NOxセンサの外観 

測定原理 ZrO2素子のＯ2ポンプ機能を利用

ＮＯｘ出力レンジ
ＮＯ：0～1000ppm 出力：0.31～4.8V
応答性： <400 m sec

Ａ／Ｆ出力レンジ
A/F=13.2～17.2 出力：2.16～2.81V
O2=0～18% 出力：2.5～4.5V
応答性： <200 m sec

表２．供試NOxセンサの主要諸元 

車両ｶﾃｺﾞﾘ 小型貨物車

年式 2012

車両総重量 (kg) 6,585

最大積載量 (kg) 3,000

車体形状 ﾊﾞﾝﾎﾞﾃﾞｨｰ

走行距離 (km) 8,725

ｴﾝｼﾞﾝ型式 直列4気筒，ｲﾝﾀｰｸｰﾗｰﾀｰﾎﾞ

ｴﾝｼﾞﾝ排気量 (L) 3

ｴﾝｼﾞﾝ最高出力（kW/rpm) 110/2800

ｴﾝｼﾞﾝ最大ﾄﾙｸ（Nm/rpm) 375/1400～2800

排出ガス対策 EGR，DOC+DPF

適合排出ガス規制 平成22年規制

表１．供試車両の主要諸元 

 

 

ｘ濃度およびＡ／Ｆに対応した電圧を出力する。供

試ＮＯｘセンサの主な諸元を表２に示す。同センサ

で測定可能なＮＯｘ濃度の上限は、１,０００ｐｐｍ

である。ＮＯｘセンサによるＡ／Ｆ値の算出には、

走行試験データを基に作成した検量線を用いた。 

試験に用いたデジタコ（トランストロン製ＤＴＳ－

Ｃ１）は、車速、エンジン回転速度およびＧＰＳの入

力に用いる基本ハーネスのみならず、入力信号の追

加ができる拡張ハーネスを有する。図２に、試験用

デジタコの信号の入・出力関係を示す。今回の試験

では、一部の路上走行試験において、ＮＯｘセンサ

からのＮＯｘ濃度出力信号とＡ／Ｆ出力信号を拡張

ハーネスを通じてデジタコに入力した。今後、ＣＡ

Ｎデータの吸入空気量信号やピトー管式排ガス流量

信号についても、拡張ハーネスからの入力を検討し

ていく予定である。 

本試験用デジタコには、通信モジュールが内蔵さ

れていることから、図２に示すように拡張ハーネス

への信号入力が全てできるようになれば、試験車両と

は別の場所において、実路走行時のＮＯｘ排出量お

よび燃費データを運行情報や位置情報等とリンクさ

せてリアルタイムに取得できる。本試験では、遠隔

地でのデータの取得とＮＯｘ排出量検査の可能性を

検討するため、実路走行時に、ＮＯｘセンサのＮＯ

ｘ濃度出力信号をクラウドサーバーに送信してサー

バー上にデータを記録した。 

上記の試験装置を車載した状態を、図３に示す。

この試験車両を用いたシャシダイナモメータ（ＣＤ）

台上試験では、ＮＯｘセンサのＮＯｘ濃度およびＡ

／Ｆ出力の正確さやＰＥＭＳ測定値との相関を検証

するため、ＪＥ０５モードあるいはＥＣＥモードを

運転して各種データを測定した。また、実路走行時

のＮＯｘセンサ性能を検証するため、路上走行試験

を実施した。東京都道１４号（東八道路）の交通安全

環境研究所付近から小金井南中西交差点付近までの

アップダウン道路（平均勾配：１．６％、距離：約

８．７５ｋｍ）を、積載重量約１,５００ｋｇ（分析

装置の重量を含む）で往復走行し、各種データの測定

を行った。 

４．実験結果および考察 
４．１．ＮＯｘセンサを用いたＮＯｘ排出量および

燃費の算出における正確さ 
本研究で提案する燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジ

タコによる「簡易式ＰＥＭＳ検査」において、その要

GPS

データ
収録装置

ECU
積載荷重

ビデオカメラ

車載式排出ガス分析装置

排ガス流量計
（ピトー管）

NOx センサ

デジタコ

図３．車載実験装置 

デジタコ 通信モジュール

ECU CANデータ
（吸入空気量，ＮＯｘｾﾝｻ出力）

クラウド

GPS
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エンジン回転
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ＮＯｘセンサ
ＮＯｘ濃度出力
空燃比出力
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ピトー管式排ガス流量計

専用パケット
回線

ＮＯｘ排出量，燃料消費量，運行情報，位置情報等
をリアルタイムで取得して，当該車両の排出ガス
検査および燃費検査を実走行時に実施

：次期試験で接続予定

図２．試験用デジタコの信号の入出力関係 
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となるのはＮＯｘセンサを用いたＮＯｘ濃度および

Ａ／Ｆの計測の正確さであり、さらにＮＯｘ排出量

および燃費の算出に必要となる排出ガス流量あるい

は吸入空気量の計測の正確さである。 
図４に、ＮＯｘセンサのＡ／Ｆ測定値とＰＥＭＳに

よるカーボンバランスＡ／Ｆの相関を示す。ここで

は、モード運転時のＡ／Ｆ変動下での結果であること

から、加減速条件などでは排ガス分析の応答時間に依

存するカーボンバランスＡ／Ｆの応答性がＮＯｘセ

ンサに比べて劣る。このことから、図中のプロットに

ばらつきが見られるが、両者には強い相関性が認めら

れる。一方、ＮＯｘセンサのＮＯｘ濃度測定値とＰＥ

ＭＳによるＮＯｘ濃度測定値の相関を、図５に示す。

モード運転時の瞬時値をプロットしているにもかか

わらずばらつきも少なく、両者には極めて強い相関性

が認められる。以上の結果から、ＮＯｘセンサのＡ／

Ｆ測定およびＮＯｘ濃度測定の正確さは、試験用ＰＥ

ＭＳと同等であると考えられる。 
次に、供試ＮＯｘセンサにより算出される燃費およ

びＮＯｘ排出量の正確さの評価を他の手法による算

出値と比較することによって行った。ここで、燃費は

吸入空気量をＡ／Ｆで除算して得られることから、

本報告では、「Ａ／Ｆ燃費」と呼ぶこととする。従来

のＰＥＭＳ測定では、排出ガス中の炭素含有成分の

排出量から算出される「カーボンバランス燃費」を用

いていることから、両燃費値に隔たりがあるか確認

する必要がある。図６に、従来のＰＥＭＳ測定で得

られる結果とＮＯｘセンサを用いた測定で得られる

結果を整理して示す。同図に示すように、ＮＯｘ排

出量および燃費は、ピトー管式流量計による排出ガス

車載式排出ｶﾞｽ分析装置

ＮＯｘｾﾝｻ

ｶｰﾎﾞﾝﾊﾞﾗﾝｽ
燃費

ＮＯｘ排出量

算出される検査対象

Ａ／Ｆ燃費

各種の排出ｶﾞｽ
成分濃度

ｶｰﾎﾞﾝﾊﾞﾗﾝｽ
Ａ／Ｆ

ＮＯｘ濃度

ＮＯｘ濃度出力

Ａ／Ｆ出力

ﾋﾟﾄｰ管式
排出ｶﾞｽ流量

吸入空気量
（ＣＡＮ信号）

Ａ／Ｆ燃費

ＮＯｘ排出量

流量

OR

図６．NOxセンサあるいはPEMSによる測定値 

から算出されるNOx排出量および燃費 

図５．NOxセンサによるNOx濃度測定値とPEMS 
によるNOx濃度測定値の相関 
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燃費（g/test）算出方法

Ａ 定置式排出ｶﾞｽ分析装置によるCVS法Bag分析におけるｶｰﾎﾞﾝﾊﾞﾗﾝｽ燃費

Ｂ 吸入空気量（CAN）／NOxｾﾝｻA/F

Ｃ （ﾋﾟﾄｰ管排出ｶﾞｽ流量×排出ｶﾞｽ密度）／（1＋NOxｾﾝｻA/F）

D PEMS分析によるｶｰﾎﾞﾝﾊﾞﾗﾝｽ燃費（ﾋﾟﾄｰ管排出ｶﾞｽ流量を使用）

E PEMS分析によるｶｰﾎﾞﾝﾊﾞﾗﾝｽ燃費（ｶｰﾎﾞﾝﾊﾞﾗﾝｽA/Fと吸入空気量（CAN）により排出ｶﾞｽ流量算出）

Ｆ 吸入空気量（CAN）／PEMS分析によるｶｰﾎﾞﾝﾊﾞﾗﾝｽA/F

G 燃料噴射量信号より算出した燃費

※排出ｶﾞｽ密度：1.20kg/m3（λ＞1，標準状態：20℃，1気圧）
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流量あるいはＣＡＮから取得した吸入空気量のいず

れかを用いて算出し、それぞれを比較して評価を行っ

た。図７に、ＣＤ台上において、ＪＥ０５モードコ

ールドスタート試験を実施したときのＮＯｘ排出量

（ｇ／ｔｅｓｔ）を、Ⅰ～Ⅴの方法で算出し、それら

をⅠの値を１００とする指数で表し比較して示す。

ここで、Ⅰの方法（定置式排出ガス分析装置によるＣ

ＶＳ法バッグ分析）は公定試験法で定められた方法で

あることから、Ⅰの値を真値近傍の目標値と考える

と、本研究で提案する「ＮＯｘセンサ＋ＣＡＮ取得の

吸入空気量」のⅡの方法による算出値は、目標値と極

めてよく一致していることがわかる。これに対し

て、従来のＰＥＭＳ測定による算出値であるⅤの値

は、Ⅰの値を３％程下回っていることがわかる。こ

の乖離の原因は、Ⅳの「ＰＥＭＳ＋ＣＡＮ取得の吸入

空気量」の値がⅠの値に近づくことから、ピトー管式

流量計の測定の正確さが不十分であることに起因す

ると推察する。 
図８は、ＪＥ０５モードコールドスタート運転で

の燃料消費量（ｇ／ｔｅｓｔ）をＡ～Ｇの方法で算出

し、それらをＡの値を１００とする指数で表し比較

した結果である。本報告では、燃料消費量（ｇ／ｔｅ

ｓｔ）を燃費（ｋｍ／Ｌ）に換算する段階で用いる燃

料密度（ｇ／Ｌ）および走行距離（ｋｍ／ｔｅｓｔ）

に含まれる誤差の影響を避けるため、燃料消費量（ｇ

／ｔｅｓｔ）を燃費の評価に用いた。ここで、図中の

Ａは、公定試験法で定められた方法（カーボンバラン

ス法）による算出値であることから目標値であると考

えると、Ｂの「ＣＡＮ取得の吸入空気量をＮＯｘセン

サによるＡ／Ｆで除算して求めたＡ／Ｆ燃費」は、こ

の値と極めてよく一致していることがわかる。一

方、Ｇは「ＣＡＮ取得の燃料噴射量信号より算出した

燃費」であり、燃料供給側からの算出値もＡおよびＢ

の値とよく一致していることがわかる。これに対し

て、従来のＰＥＭＳ測定による算出値であるＤの値

は、Ａの値を下回っていることがわかる。これもＮ

Ｏｘ排出量の場合と同様に、ピトー管式流量計の測定

の正確さに起因するものと考えられる。 
以上より、本試験では、ＮＯｘ排出量および燃費の

算出において、「ＮＯｘセンサ＋ＣＡＮ取得の吸入空

気量」の方法が公定試験法と同等の結果となったこと

から、燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジタコの有効性を

示すことができたと考える。 
４．２．ＮＯｘセンサ信号のクラウドサーバー送信

による走行業務中における遠隔地検査の可能性 
従来のＰＥＭＳ検査では、検査のために商用車を一

定期間占有するため、運送事業者に負担がかかるとい

う問題があった。この問題を解決するため、図２で示

したデジタコ内蔵の通信モジュールを使い、ＮＯｘセ

ンサ信号をクラウドサーバー上に記録し、そのデータ

を基に遠隔地でＮＯｘ排出および燃費の検査を行う

ことを考えた。本試験では、第一段階として、クラウ

ドサーバー上に送信したＮＯｘ濃度データとＰＥＭ

Ｓで収録したＮＯｘ濃度データを比較して通信デー

タの信頼性を検証した。その結果を、図９に示す。試

験は、東京都道１４号（東八道路）の交通安全環境研

究所付近から小金井南中西交差点付近までのアップ

ダウン道路を、半積載で往復走行した。図中のデジタ

コの送信データは、現状の通信プログラムの制約か

ら、1分間に排出されたＮＯｘ濃度の最大値を1分間

隔でクラウドサーバーに送信した結果を示している。

デジタコデータとＰＥＭＳデータを比較すると、排出

傾向が概ね一致していることから、送信間隔の短縮や

信号処理の工夫により遠隔地でのＮＯｘ排出量の評

価が可能であると考える。 

５．今後の課題 
 本報告において、燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジタ

コの導入により、重量貨物車の使用過程における排ガ

ス検査の可能性を示すことができた。ただし、ＣＡＮ

取得の吸入空気量信号を用いることが前提となる。現

在、我が国において、自動車のＣＡＮ信号の取り込み

については標準化されておらず、メーカー独自の仕様

となっている。今後、ＣＡＮ信号取得に関しての情報
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となるのはＮＯｘセンサを用いたＮＯｘ濃度および

Ａ／Ｆの計測の正確さであり、さらにＮＯｘ排出量

および燃費の算出に必要となる排出ガス流量あるい

は吸入空気量の計測の正確さである。 
図４に、ＮＯｘセンサのＡ／Ｆ測定値とＰＥＭＳに

よるカーボンバランスＡ／Ｆの相関を示す。ここで

は、モード運転時のＡ／Ｆ変動下での結果であること

から、加減速条件などでは排ガス分析の応答時間に依

存するカーボンバランスＡ／Ｆの応答性がＮＯｘセ

ンサに比べて劣る。このことから、図中のプロットに

ばらつきが見られるが、両者には強い相関性が認めら

れる。一方、ＮＯｘセンサのＮＯｘ濃度測定値とＰＥ

ＭＳによるＮＯｘ濃度測定値の相関を、図５に示す。

モード運転時の瞬時値をプロットしているにもかか

わらずばらつきも少なく、両者には極めて強い相関性

が認められる。以上の結果から、ＮＯｘセンサのＡ／

Ｆ測定およびＮＯｘ濃度測定の正確さは、試験用ＰＥ

ＭＳと同等であると考えられる。 
次に、供試ＮＯｘセンサにより算出される燃費およ

びＮＯｘ排出量の正確さの評価を他の手法による算

出値と比較することによって行った。ここで、燃費は

吸入空気量をＡ／Ｆで除算して得られることから、

本報告では、「Ａ／Ｆ燃費」と呼ぶこととする。従来

のＰＥＭＳ測定では、排出ガス中の炭素含有成分の

排出量から算出される「カーボンバランス燃費」を用

いていることから、両燃費値に隔たりがあるか確認

する必要がある。図６に、従来のＰＥＭＳ測定で得

られる結果とＮＯｘセンサを用いた測定で得られる

結果を整理して示す。同図に示すように、ＮＯｘ排

出量および燃費は、ピトー管式流量計による排出ガス

車載式排出ｶﾞｽ分析装置
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図６．NOxセンサあるいはPEMSによる測定値 

から算出されるNOx排出量および燃費 

図５．NOxセンサによるNOx濃度測定値とPEMS 
によるNOx濃度測定値の相関 
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流量あるいはＣＡＮから取得した吸入空気量のいず

れかを用いて算出し、それぞれを比較して評価を行っ

た。図７に、ＣＤ台上において、ＪＥ０５モードコ

ールドスタート試験を実施したときのＮＯｘ排出量

（ｇ／ｔｅｓｔ）を、Ⅰ～Ⅴの方法で算出し、それら

をⅠの値を１００とする指数で表し比較して示す。

ここで、Ⅰの方法（定置式排出ガス分析装置によるＣ

ＶＳ法バッグ分析）は公定試験法で定められた方法で

あることから、Ⅰの値を真値近傍の目標値と考える

と、本研究で提案する「ＮＯｘセンサ＋ＣＡＮ取得の

吸入空気量」のⅡの方法による算出値は、目標値と極

めてよく一致していることがわかる。これに対し

て、従来のＰＥＭＳ測定による算出値であるⅤの値

は、Ⅰの値を３％程下回っていることがわかる。こ

の乖離の原因は、Ⅳの「ＰＥＭＳ＋ＣＡＮ取得の吸入

空気量」の値がⅠの値に近づくことから、ピトー管式

流量計の測定の正確さが不十分であることに起因す

ると推察する。 
図８は、ＪＥ０５モードコールドスタート運転で

の燃料消費量（ｇ／ｔｅｓｔ）をＡ～Ｇの方法で算出

し、それらをＡの値を１００とする指数で表し比較

した結果である。本報告では、燃料消費量（ｇ／ｔｅ

ｓｔ）を燃費（ｋｍ／Ｌ）に換算する段階で用いる燃

料密度（ｇ／Ｌ）および走行距離（ｋｍ／ｔｅｓｔ）

に含まれる誤差の影響を避けるため、燃料消費量（ｇ

／ｔｅｓｔ）を燃費の評価に用いた。ここで、図中の

Ａは、公定試験法で定められた方法（カーボンバラン

ス法）による算出値であることから目標値であると考

えると、Ｂの「ＣＡＮ取得の吸入空気量をＮＯｘセン

サによるＡ／Ｆで除算して求めたＡ／Ｆ燃費」は、こ

の値と極めてよく一致していることがわかる。一

方、Ｇは「ＣＡＮ取得の燃料噴射量信号より算出した

燃費」であり、燃料供給側からの算出値もＡおよびＢ

の値とよく一致していることがわかる。これに対し

て、従来のＰＥＭＳ測定による算出値であるＤの値

は、Ａの値を下回っていることがわかる。これもＮ

Ｏｘ排出量の場合と同様に、ピトー管式流量計の測定

の正確さに起因するものと考えられる。 
以上より、本試験では、ＮＯｘ排出量および燃費の

算出において、「ＮＯｘセンサ＋ＣＡＮ取得の吸入空

気量」の方法が公定試験法と同等の結果となったこと

から、燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジタコの有効性を

示すことができたと考える。 
４．２．ＮＯｘセンサ信号のクラウドサーバー送信

による走行業務中における遠隔地検査の可能性 
従来のＰＥＭＳ検査では、検査のために商用車を一

定期間占有するため、運送事業者に負担がかかるとい

う問題があった。この問題を解決するため、図２で示

したデジタコ内蔵の通信モジュールを使い、ＮＯｘセ

ンサ信号をクラウドサーバー上に記録し、そのデータ

を基に遠隔地でＮＯｘ排出および燃費の検査を行う

ことを考えた。本試験では、第一段階として、クラウ

ドサーバー上に送信したＮＯｘ濃度データとＰＥＭ

Ｓで収録したＮＯｘ濃度データを比較して通信デー

タの信頼性を検証した。その結果を、図９に示す。試

験は、東京都道１４号（東八道路）の交通安全環境研

究所付近から小金井南中西交差点付近までのアップ

ダウン道路を、半積載で往復走行した。図中のデジタ

コの送信データは、現状の通信プログラムの制約か

ら、1分間に排出されたＮＯｘ濃度の最大値を1分間

隔でクラウドサーバーに送信した結果を示している。

デジタコデータとＰＥＭＳデータを比較すると、排出

傾向が概ね一致していることから、送信間隔の短縮や

信号処理の工夫により遠隔地でのＮＯｘ排出量の評

価が可能であると考える。 

５．今後の課題 
 本報告において、燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジタ

コの導入により、重量貨物車の使用過程における排ガ

ス検査の可能性を示すことができた。ただし、ＣＡＮ

取得の吸入空気量信号を用いることが前提となる。現

在、我が国において、自動車のＣＡＮ信号の取り込み

については標準化されておらず、メーカー独自の仕様

となっている。今後、ＣＡＮ信号取得に関しての情報
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開示や仕様の標準化等について検討していくことが

重要である。 
６．まとめ 

デジタル式の運行記録計（デジタコ）にＮＯｘセン

サ信号や吸入空気量等のＣＡＮ信号等を取り込むこ

とにより、実走行時に燃費およびＮＯｘ排出量の測

定を行い、重量貨物車の使用過程での継続検査を実施

する「燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジタコによる簡易

式ＰＥＭＳ検査」を提案した。本報告では、上記の高

度化デジタコを構成する前段階として、ＮＯｘセン

サ信号や吸入空気量等のＣＡＮ信号等を測定してデ

ータロガーに記録し、それらを基に算出した燃費およ

びＮＯｘ排出量から上記のコンセプトを検証し、以下

の点を明らかにした。 
（１）ＮＯｘセンサ信号や吸入空気量等のＣＡＮ信号

を用いて計測および算出した燃費およびＮＯｘ排出

量と、公定試験法による測定値あるいは従来型ＰＥ

ＭＳでの測定値との比較を行った。その結果、ＮＯｘ

排出量および燃費の算出において、「ＮＯｘセンサ＋

ＣＡＮ取得の吸入空気量」の方法が公定試験法と同等

の結果を示し、燃費・ＮＯｘ計測機能付きデジタコの

有効性を実証することができた。 

（２）従来型ＰＥＭＳ試験の課題の１つである商用車

を一定期間占有することによる運送事業者への負担

の問題を解消するため、デジタコ内蔵の通信モジュ

ールを使い、ＮＯｘセンサ信号をクラウドサーバー

上に記録し、そのデータを基に遠隔地でＮＯｘ排出

および燃費の検査を行うことを考えた。第一段階と

して、クラウドサーバー上に送信したＮＯｘ濃度デー

タとＰＥＭＳで収録したＮＯｘ濃度データを比較し

て通信データの信頼性を検証した結果、両者の排出傾

向が概ね一致したことから、今後、送信間隔の短縮や

信号処理の工夫等により遠隔地でのＮＯｘ排出量の

評価が可能であると考えられた。 
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交通システム研究領域における研究の概要と方向性 
 
 
 

交通システム研究領域  ※廣瀬 道雄 
 
 
 

１．まえがき 
 交通安全環境研究所では、日々の生活や経済活動

に欠かせない自動車、鉄道等について、国の施策に

直結した試験研究業務を通じて、安全で環境に優し

い交通社会の構築に貢献するための取り組みを進

めている。 
 その中で交通システム研究領域では、交通社会の

安全・安心の確保及び地球環境問題の改善に貢献す

ることを目的として、安全性の高い公共交通システ

ムの構築及び公共交通システムの利用促進等の観

点から研究に取り組んでいる。本稿では、交通シス

テム研究領域が実施している研究の概要について

報告する。 
２．交通システム研究領域の研究 

２．１．基本的視点 
 交通システム研究領域では、研究に対する基本的

視点として、（1）交通システムの安全・安心の確保、

（2）地方鉄道の維持・活性化、（3）公共交通利用促

進等による地球環境問題の改善、に関する研究に重

点的に取り組んでいる。特に（3）は、省エネルギ

ー化、交通渋滞緩和、排出ガス削減による大気汚

染・地球温暖化の改善など、本フォーラム２日目の

テーマである「エネルギー・環境問題」に関わりが

深い研究となっている。 
 また、索道（ロープウェイ、リフト等）に関する

試験研究にも継続的に取り組んでおり、索道の試験

を行うことができる我が国唯一の公的機関として、

ロープや握索装置の試験を実施しているほか、索道

事故等のデータベース化など索道の安全に資する

研究を実施している。 
 さらに、鉄道分野の国際規格に係わる取り組みと

して、国際規格適合性認証（鉄道製品認証）や日本

の鉄道技術の国際規格化にも注力している。 

２．２．交通システムの安全・安心の確保 
 交通システムの安全・安心の確保に係わる研究に

ついては、主に安全性評価技術、常時監視・モニタ

リング技術、シミュレーション技術に関する研究を

実施している。 
 当研究所は、運輸省の研究所として発足し、現在

も国に準ずる公的な研究所として、これまで実績の

ない新たな交通システムや新技術を導入する際の

安全性・信頼性の評価及び技術基準策定支援などに

取り組んできた実績を有している。また、その知見

を活かし、日本の鉄道メーカーが海外鉄道プロジェ

クトに参画する際の安全性評価についても多くの

実績がある。 
 安全性評価技術に関する取り組みについては、こ

のような実績において蓄積されたノウハウを活用

し、今後の安全性評価や国際規格適合性認証を円

滑、的確に進める上で役立てられるよう、日本の鉄

道の安全確保の考え方に立脚した評価手法につい

て整理・体系化を進めている。 
 常時監視・モニタリング技術については、鉄道施

設、車両の保守管理コストの低減が課題となってい

る一方で、輸送障害に対する防止対策も重要な課題

となっており、検査手法や保守管理手法に関する研

究が求められていることを背景として、低コスト

化、高性能化が進んでいるセンサ類を活用した軌

道・車両境界に係わる状態監視技術に関する取り組

みを進めている。具体的には、脱線係数の常時モニ

タリング装置による軌道状態把握手法及びそこか

ら得られる常時観測データを前提とする管理手法

の研究や、トングレール、転てつ器の異常振動の検

知等による予防保全手法の研究などを実施してい

る。 
 シミュレーション技術については、鉄道の運転状


